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１．統一的な基準による財務書類の基本的事項 

 

１－１ 財務書類について 

 

 財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の 4

種類があり、財務書類 4表と呼ばれています。 

 

貸借対照表： 

 基準日時点において敦賀美方消防組合が保有している資産と、その財源（負債、純資産）

の残高を対照的に表示したものです。 

 

行政コスト計算書： 

 民間の損益計算書にあたるもので、会計年度中に行った行政活動のうち、資産の形成に

つながらない行政サービスに係る経費を経常行政コストとして、また、その行政サービス

に対する使用料や手数料などの受益者負担額を経常収益として表したものです。 

 

純資産変動計算書： 

 会計年度中の純資産及びその内部変動を明らかにしたものです。 

 

資金収支計算書： 

 民間のキャッシュフロー計算書にあたるもので、会計年度中における現金の流れを「業

務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」の 3つの区分に分けて表示したものです。 

 

 

作成基準日 

 作成の基準日は令和 6年 3 月 31 日とし、令和 6年 4 月 1 日から令和 6年 5 月 31 日まで

の出納整理期間における入出金は、作成基準日までに終了したものとして処理しています。 

 また、作成基準日である令和 6年 3 月 31 日現在の敦賀美方消防組合管内の人口は 78,201

人として各種指標を作成しています。 
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１－２ 財務書類４表の相関関係について 

 

 財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の 4

種類の表で構成されていますが、それぞれの表の数値は下図のとおりそれぞれ関連してい

ます。 

 

 

 

 

2



２．一般会計等財務書類について 

 

２－１ 貸借対照表（概要版） 

 

これまでに敦賀美方消防組合では、21 億 2,400 万円の資産を形成しています。 

しかし、将来の世代が負担していく負債が 27 億 7,800 万円となっており、純資産が 6億

5,400 万円のマイナスとなっています。これは、当組合が必要経費の大半を構成市町からの

分担金で賄っている一部事務組合で、予算の余剰金等については、構成市町に返戻してい

るため、現金預金や基金等の流動資産をほとんど保有していないことから、退職手当引当

金等を含めた負債合計が資産合計を上回っていることによるものです。 

資産、負債、純資産を住民 1人当たり（※）にそれぞれ換算すると、資産は 2万 7,000

円、負債は 3万 6,000 円、純資産は 8,000 円のマイナスとなります。 

 

※ 令和 6年 3 月 31 日現在の敦賀美方消防組合管内人口：78,201 人 

 

用語説明 

     （単位：百万円） 

科 目 ４年度 ５年度 増 減 科 目 ４年度 ５年度 増 減 

固定資産 2,200 2,093 △ 107 固定負債 2,625 2,510 △ 115 

 有形固定資産 2,200 2,093 △ 107  地方債等 1,669 1,553 △ 116 

  事業用資産 1,821 1,739 △ 82  引当金 956 958 2 

  インフラ資産 - - -  その他 - - - 

  物品 379 355 △ 24 流動負債 249 268 19 

 無形固定資産 - - -  １年以内償還予定地方債 148 163 15 

 投資その他の資産 - - -  未払金 - - - 

流動資産 48 31 △ 17  引当金 72 75 3 

 現金預金 48 31 △ 17  その他 29 29 0 

 基金 - - - 負債合計 2,874 2,778 △ 96 

 その他 - - - 純資産 △ 626 △ 654 △ 28 

資産合計 2,248 2,124 △ 124 負債・純資産合計 2,248 2,124 △ 124 

※表示単位未満を四捨五入しており、積み上げと合計が一致しない箇所があります。以降のページも同様です。 

資産：敦賀美方消防組合が所有する消防署等の建物や車両など将来現金化することが可

能な財産 

負債：地方債や退職手当引当金など、将来世代の負担となるもの 

純資産：資産を形成するために過去の世代が蓄積してきた将来返済しなくてよい財産 
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２－２ 行政コスト及び純資産変動計算書（概要版） 

 

行政コストの発生とそれに伴う純資

産の変動の関係性を分かりやすく示す

ため、財務 4表のうち行政コスト計算書

と純資産変動計算書を結合して表示し

ています。 

令和 5年度の経常費用は、15 億 9,200

万円となっています。これを住民 1人あ

たりに換算すると、約2万400円となり、

詳細では、人件費が約 1万 5,000 円、物

件費等が約 4,500 円、補助金等や社会保

障給付などの移転費用が約 800 円とな

っています。 

また、経常収益は、1,500 万円となっ

ており、住民 1人あたりに換算すると約

200 円となります。 

 経常収益から経常費用を差し引いた

純経常行政コストは 15 億 7,700 万円と

なり、国庫補助金の収入及び構成市町か

らの必要最低限の分担金による一般財

源を補てんした結果、本年度差額は

3,400 万円のマイナスとなっています。 

 

 行政コストは、現金支出を伴わない退職手当引当金繰入額や減価償却費なども含みます

が、一般財源や国県補助金等の財源で純経常行政コストを賄えることが望ましいとされて

います。 

 

用語説明 

（単位：百万円） 

科 目 ４年度 ５年度 増 減 

経常費用 1,507 1,592 85 

 業務費用 1,448 1,531 83 

  人件費 1,061 1,175 114 

  物件費等 381 350 △ 31 

  その他 6 7 1 

 移転費用 59 61 2 

  補助金等 35 39 4 

  社会保障給付 22 20 △ 2 

  その他 2 2 0 

経常収益 20 15 △ 5 

純経常行政コスト △ 1,487 △ 1,577 △ 90 

臨時損益 △ 2 0 2 

純行政コスト △ 1,489 △ 1,577 △ 88 

財源 1,456 1,543 87 

 税収等 1,439 1,527 88 

 国県等補助金 16 16 0 

本年度差額 △ 34 △ 34 0 

資産評価差額等 26 7 △ 19 

本年度純資産変動額 △ 8 △ 27 △ 19 

※ 積み上げと合計の不一致は、単位未満の四捨五入によるものです。 

人件費：職員給与や議員報酬、退職給付費など  

物件費等：消耗品費や備品購入費、委託料、施設の維持補修に係る経費、減価償却費など 

その他の業務費用：地方債の償還利子や、上記の人件費、物件費等に該当しないもの 

移転費用：各機関等への負担金及び補助金や児童手当等の社会保障給付など 

経常収益：使用料及び手数料、雑入など 

税収等：負担金・分担金など 

資産評価差額等：無償で譲渡又は取得した固定資産の評価額など 
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２－３ 資金収支計算書（概要版） 

 

令和 5 年度決算においては、経常

的な業務活動収支で 1 億 8,000 万円

の余剰が生じました。 

消防施設等の整備による投資活動

収支では、96,000 万円の不足が生じ、 

地方債の借入れ・償還による財務活

動収支では、1 億 100 万円の不足が

生じた結果、本年度末資金残高は、

前年度から 1,800 万円減少し、2,600

万円となっています。 

当組合については、前年度からの

繰越金を構成市町分担金から差し引

くため、年度末資金残高は、当該年

度における歳入歳出決算余剰金と一

致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用語説明 

 （単位：百万円） 

科 目 ４年度 ５年度 増 減 

業務活動収支 130 180 50 

 業務支出 1,330 1,366 36 

 業務収入 1,460 1,545 85 

 臨時支出 - - - 

 臨時収入 - - - 

投資活動収支 △ 270 △ 96 174 

 投資活動支出 286 109 △ 177 

 投資活動収入 16 13 △ 3 

財務活動収支 157 △ 101 △ 258 

 財務活動支出 138 148 10 

 財務活動収入 295 47 △ 248 

本年度資金収支額 17 △ 17 △ 34 

前年度末資金残高 27 44 17 

本年度末資金残高 44 26 △ 18 

本年度末歳計外現金残高 4 5 1 

本年度末現金預金残高 48 31 △ 17 

※ 積み上げと合計の不一致は、単位未満の四捨五入によるものです。 

業務活動収支：人件費や物件費などの経常的な支出並びに分担金や手数料などの収入 

投資活動収支：公共施設の整備など、有形固定資産の形成にかかる支出や、投資、貸付の

収入及び支出 

財務活動収支：地方債や借入金の借入による収入及び償還による支出 
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３．統一的な基準による財政指標について 

 

３－１ 財政指標の設定 

 

これまで様々な基準で作成されてきた財務書類ですが、全ての地方公共団体が統一的な

基準で作成することにより、財政指標の比較可能性がより一層高まります。 

統一的な基準による地方公会計マニュアル中「財務書類等活用の手引き」に例示されて

いる指標を算出し、前年度との比較を行っています。 
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３－２ 財政指標の分析 

 

① 資産形成度 
 

住民一人当たり資産額（千円） 

住民一人当たり資産額 ＝ 資産合計 / 管内人口 

令和 4年度 令和 5年度 増  減     

28 27 △ 1     

 

歳入額対資産比率（年） 

歳入額対資産比率 ＝ 資産合計 / 歳入総額（収入合計＋期首歳計現金残高） 

令和 4年度 令和 5年度 増  減     

1.3 1.3 0     

 

有形固定資産減価償却率（％）（資産老朽化比率） 

資産老朽化比率 ＝ 減価償却累計額 / （有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

令和 4年度 令和 5年度 増  減     

56.7 58.7 2     

 

 

分析の視点 指  標 分  析 

資産形成度 

将来世代に残る資 

産はどのくらいか 

住民一人当たり資産額 敦賀美方消防組合が所有する資産を人口で除して一

人当たりの金額を算出したもの 

歳入額対資産比率 これまでに取得した資産が本年度の歳入の何年分に

相当するかを表したもの 

有形固定資産減価償却率 固定資産の減価償却割合を求めることで、耐用年数

に対してどれだけ経過しているかを示し、100％に近

いほど老朽化しています。 

 

住民一人当たり資産額は、2万 7,000 円で、令和 4年度と比較すると 1,000 円の減となっ

ています。 

歳入額対資産比率は、1.3 年で、令和 4年度と同数となっています。 

資産老朽化比率は、56.7％で令和 4年度から 2％の増となっています。 
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② 世代間公平性 
 

純資産比率（％） 

純資産比率 ＝ 純資産総額 / 資産総額 

令和 4年度 令和 5年度 増  減   

△ 27.9 △ 30.8 △ 2.9   

 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）（％） 

将来世代負担比率 ＝ （建設地方債残高＋未払金） / 固定資産 

令和 4年度 令和 5年度 増  減   

82.6 82.0 △ 0.6   

 

 

分析の視点 指  標 分  析 

世代間公平性 

将来世代と現世代との

負担の分担は適切か 

 

純資産比率 資産のうち過去の世代が負担してきた純資産の割合

を示すことで、純資産に変動があれば将来世代と現

世代との間で負担の割合が変動したことを意味しま

す。 

将来世代負担比率 敦賀美方消防組合が所有する社会資本等について、

将来償還等が必要な負債が占める割合を算出するこ

とで将来世代の負担率を把握することができます。 

 

 当組合は、現金預金や基金などの流動資産をほとんど保有しない一部事務組合であるこ

とから、退職手当引当金等を含む負債を差引いた純資産がマイナスとなるものです。 

 将来世代負担比率は、82.0％と非常に高くなっています。これは、土地などの非減価償

却資産を保有していないこと、消防施設等の整備にあたって地方債を充当していることが

大きな要因です。 
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③ 持続可能性 
 

住民一人当たり負債額（千円） 

住民一人当たり負債額 ＝ 負債総額 / 管内人口 

令和 4年度 令和 5年度 増  減     

36 36 0     

 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）（千円） 

基礎的財政収支 ＝ 業務活動収支 ＋ 投資活動収支 

令和 4年度 令和 5年度 増  減     

△ 139,907 83,900 223,807     

 

債務償還可能年数（年） 

債務償還可能年数 ＝ 実質債務（将来負担額（※）） / 業務活動収支 

令和 4年度 令和 5年度 増  減     

20.1 15.5 △ 4.6     

※ 地方公共団体財政健全化法上の将来負担比率の算定式による。 

 （当該年度の前年度末における地方債現在高＋退職手当引当金） 

 

 

分析の視点 指  標 分  析 

持続可能性 

財政に持続可能性があ

るか 

住民一人当たり負債額 敦賀美方消防組合の負債額を人口で除して一人当た

りの金額を算出したもの 

基礎的財政収支 

（プライマリーバランス） 

資金収支上の業務活動及び投資活動収支の合算額を

算出することで、地方債の発行・償還を除いた歳入・

歳出のバランスを把握します。 

債務償還可能年数 実質債務の全てに対して償還財源上限額を全て充て

た場合何年で債務を解消できるかを示す指標です。

短いほど債務償還能力が高いと言えます。 

 

 住民一人当たりの負債額は、3万 6,000 円で、資産に対して 9,000 円の負債を有している

ことが分かります。 

 基礎的財政収支は、8,390 万円で、令和 4年度と比較すると、2億 2,380 万 7,000 円の増

となっています。 

 債務償還可能年数は、15.5 年で、令和 4年度と比較すると、4.6 年の減となっています。 
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④ 効率性 
 

住民一人当たり行政コスト（千円） 

住民一人当たり行政コスト ＝ 経常費用（純経常行政コスト） / 管内人口 

令和 4年度 令和 5年度 増  減     

19 20 1     

 

住民一人当たり人件費・物件費等（千円） 

住民一人当たり行政コスト ＝ 行政コスト（人件費又は物件費等） / 管内人口 

  令和 4 年度 令和 5年度 増  減   

人件費 13 15 2   

物件費等 5 4 △ 1   

 

 

分析の視点 指  標 分  析 

効率性 

行政サービスは効率的

に提供されているか 

住民一人当たり行政コスト 純経常行政コスト（資産形成につながらない支出）

は、住民一人当たりどのような経費がいくらかかっ

ているかを表しています。 

性質別・目的別行政コスト 

 

住民一人当たりの行政コストは、資産形成につながらない行政サービス等に住民一人当

たりいくらかかっているかを表しています。また、分子を行政コストの性質別で抽出する

ことで、人件費や物件費などに絞って算出することができます。 

 住民一人当たりの行政コスト（純経常行政コスト）は 2万円となっております。 
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⑤ 弾力性 
 

行政コスト対税収等比率（％） 

行政コスト対税収等比率 ＝ 純経常行政コスト / 税収等（※） 

令和 4年度 令和 5年度 増  減   

102.2 103.3 1.1   

※ 税収等＝税収等＋国県等補助金（＝純資産変動計算書の財源）とする。 

 

 

分析の視点 指  標 分  析 

弾力性 

資産形成を行う余裕は

どれくらいあるか 

行政コスト対税収等比率 構成市町分担金等の一般財源に対する行政コストの

比率を算出することで、当年度の税収等の内どれだ

けが資産形成を伴わない行政コストに使われたかを

把握することができます。 

 

 財政の弾力性については、一般に「経常収支比率」等が用いられますが、財務書類にお

いても、資産形成を伴わない行政活動にかかる行政コストに対して使途が特定されていな

い経常的な一般財源がどれだけ充てられているかを算出することで同様の指標を示すこと

ができます。 

行政コスト対税収等比率が 100％を超えていることから、財政に弾力性がないといえます。

これは、予算における必要経費の大半を構成市町からの分担金で賄っている一部事務組合

であり、例年、予算の余剰金等については、構成市町に返戻していることによるものです。 
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⑥ 自律性 
 

受益者負担の割合（％） 

受益者負担の割合 ＝ 経常収益 / 経常費用（経常行政コスト） 

令和 4年度 令和 5年度 増  減   

1.4 1.0 △ 0.4   

 

分析の視点 指  標 分  析 

自律性 

経常費用はどのくらい

受益者の負担でまかな

われているか 

受益者負担の割合 地方公共団体の経常費用のうち、特定のサービスの

受益者が直接負担する経常収益（使用料・手数料な

ど）の割合を算出することで負担水準や特徴を把握

することができます。 

 

 受益者負担の割合は、行政サービスに係る経常費用に対して、使用料・手数料などのサ

ービス受益者が直接的に負担する金額の割合です。消防サービスは、性質上そのほとんど

が受益者に対して負担を求めるものではないことから、受益者負担比率は低くなっていま

す。 
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【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 2,093,328   固定負債 2,510,309

    有形固定資産 2,093,328     地方債 1,552,736

      事業用資産 1,738,671     長期未払金 -

        土地 -     退職手当引当金 957,572

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 2,066,936     その他 -

        建物減価償却累計額 -549,825   流動負債 267,513

        工作物 854,196     １年内償還予定地方債 163,178

        工作物減価償却累計額 -632,635     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 75,097

        航空機 -     預り金 4,574

        航空機減価償却累計額 -     その他 24,664

        その他 - 負債合計 2,777,822

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 2,093,328

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,746,939

        土地 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 2,148,830

      物品減価償却累計額 -1,794,173

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 -

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      投資損失引当金 -

      長期延滞債権 -

      長期貸付金 -

      基金 -

        減債基金 -

        その他 -

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 30,883

    現金預金 30,883

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 -

      財政調整基金 -

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 - 純資産合計 -653,612

資産合計 2,124,210 負債及び純資産合計 2,124,210

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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【様式第2号】

（単位：千円）

    その他 -

純行政コスト 1,576,830

    その他 -

  臨時利益 -

    資産売却益 -

    資産除売却損 0

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -

純経常行政コスト 1,576,830

  臨時損失 0

    災害復旧事業費 -

  経常収益 15,375

    使用料及び手数料 1,439

    その他 13,936

      社会保障給付 19,660

      他会計への繰出金 -

      その他 1,888

        その他 2,965

    移転費用 60,815

      補助金等 39,267

      その他の業務費用 7,134

        支払利息 4,169

        徴収不能引当金繰入額 -

        維持補修費 2,720

        減価償却費 221,663

        その他 -

        その他 49,073

      物件費等 349,674

        物件費 125,292

        職員給与費 1,048,286

        賞与等引当金繰入額 75,097

        退職手当引当金繰入額 2,126

  経常費用 1,592,205

    業務費用 1,531,390

      人件費 1,174,581

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産

等形成分

余剰分

(不足分)

前年度末純資産残高 -626,116 2,199,886 -2,826,002

  純行政コスト（△） -1,576,830 -1,576,830

  財源 1,542,835 1,542,835

    税収等 1,526,912 1,526,912

    国県等補助金 15,923 15,923

  本年度差額 -33,996 -33,996

  固定資産等の変動（内部変動） -113,059 113,059

    有形固定資産等の増加 108,605 -108,605

    有形固定資産等の減少 -221,663 221,663

    貸付金・基金等の増加 - -

    貸付金・基金等の減少 - -

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 6,500 6,500

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 -27,496 -106,559 79,063

本年度末純資産残高 -653,612 2,093,328 -2,746,939

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 4,242

本年度歳計外現金増減額 332

本年度末歳計外現金残高 4,574

本年度末現金預金残高 30,883

    その他の収入 -

財務活動収支 -101,126

本年度資金収支額 -17,226

前年度末資金残高 43,535

本年度末資金残高 26,309

  財務活動支出 147,926

    地方債償還支出 147,926

    その他の支出 -

  財務活動収入 46,800

    地方債発行収入 46,800

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 -

    その他の収入 -

投資活動収支 -95,634

【財務活動収支】

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 12,971

    国県等補助金収入 12,971

    基金取崩収入 -

【投資活動収支】

  投資活動支出 108,605

    公共施設等整備費支出 108,605

    基金積立金支出 -

    投資及び出資金支出 -

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 179,534

  業務収入 1,545,238

    税収等収入 1,526,912

    国県等補助金収入 2,952

    使用料及び手数料収入 1,439

    その他の収入 13,936

    移転費用支出 60,815

      補助金等支出 39,267

      社会保障給付支出 19,660

      他会計への繰出支出 -

      その他の支出 1,888

    業務費用支出 1,304,890

      人件費支出 1,169,744

      物件費等支出 128,011

      支払利息支出 4,169

      その他の支出 2,965

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 1,365,705
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○一般会計等財務書類注記 
 
１ 重要な会計方針 
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 
   有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 
   ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、下記のとおりです。 
 ① 昭和５９年度以前に取得したもの・・・・・・・・・再調達原価 
   ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 
 ② 昭和６０年度以後に取得したもの 
   取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価 
   取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 
   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 
（２）有形固定資産等の減価償却の方法 
   有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・定額法 
   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
   建物１５年～５０年 
   工作物５年～８０年 
   物品５年程度 
（３）引当金の計上基準及び算定方法 
   退職手当引当金 
   期末自己都合要支給額を計上しています。 
（４）資金収支計算書における資金の範囲 
   現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 
   なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 
（５）その他の財務書類作成のための基本となる重要な事項 
 ① 物品の計上基準 
   物品については、取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上しています。 
② 資本的支出と修繕費の区分基準 
   資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が５０万円未満であるとき、又は固定資産の取

得価額等のおおむね１０％未満相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 
 
２ 追加情報 
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 
 ① 地方自治法第２３５条の５に基づく出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数

をもって会計年度末の計数としています。 
 ② 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
 ③ 繰越事業に係る将来の支出予定額 0 千円 
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（２）貸借対照表に係る事項 
 令和２年度財務書類から新たなシステムを導入して作成しており、固定資産台帳の精査を行い登

録区分の変更等を実施しています。 
（３）純資産変動計算書に係る事項 
   純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
   貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積をい

い、固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金を加えた額を計上しています。また、

余剰分（不足分）とは、費消可能な資源の蓄積（原則として金銭）をいい、純資産合計額のうち、

固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
（４）資金収支計算書に係る事項 
 ① 既存の決算情報との関連性 

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 1,648,544 千円 1,622,235 千円 

繰越金に伴う差額 43,535 千円 －千円 

資金収支計算書 1,605,009 千円 1,622,235 千円 

   歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その部分に

相違が生じています。 
 ② 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳 

    資金収支計算書の業務活動収支     179,534 千円 

     投資活動収入の国県補助金収入     12,971 千円 

     減価償却費            △221,663 千円 

     資産除売却損               0 千円 

     資産除売却益               0 千円 

     賞与等引当金繰入額（増減額）    △2,711 千円 

     退職手当引当金繰入額        △2,126 千円 

    純資産変動計算書の本年度差額     △33,996 千円 

 ③ 一時借入金 

   資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。なお、一時借入金の限度額及び利

子額は次のとおりです。 

   一時借入金の限度額：100,000 千円 

   一時借入金に係る利子額：0千円 
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